
７月末までに郵送で新しい被保険者証をお送りします。
　皆さんが使用中の被保険者証の有効期限は、令和元年7月31日(被保険者証上の表記が平成31年7月31日

の方もいます)となっています。8月1日からは、新しく送付された被保険者証をお使いください。

　前年の所得が一定以下の場合、申請手続きによって承認されると、国民年金保険料の全額又は一部が免

除されます。それぞれの免除には所得制限があり、基準は世帯の構成人数等状況により異なります。

　国民年金保険料の一部を免除する一部納付制度の適用を受けても、納付すべき一部保険料を納付され

ない場合、免除の期間とはならず未納期間となります。未納期間があると障がいや死亡といった不慮の事態

が生じた場合に、年金を受け取る事ができなくなる場合がありますので、ご注意ください。

▼受付＝7月1日(月)～

▼免除承認期間＝令和元年7月～令和2年6月分

▼必要なもの＝印かん、マイナンバーがわかるもの、代理申請の場合は代理の方の運転免許証など、離職に

　　　　　　　よる免除を希望の場合は離職票又は雇用保険受給資格者証

▼問い合わせ先＝住民課　国保年金係

　　　　　　　　宇都宮西年金事務所

■被保険者証の有効期限が短くなることがあります
　保険税(料)に滞納があると、通常よりも有効期限の短い「短期被保険者証」に切り替わります。納付がさらに滞

ると、被保険者証ではなく「資格証明書」が交付され、医療費の全額を一時的に自己負担していただくことになり

ます。至急、納付をお願いいたします。

　なお、事情により納付が困難な場合には、相談も受け付けていますので、できるだけお早めにご連絡ください。

■医療費が高額になる場合には
　同一月内に同一医療機関に支払った自己負担額が自己負担限度額を超えた場合、高額療養費として差額が支給

されます。また、事前に限度額適用認定証または限度額適用・標準負担額減額認定証を町に申請し、医療機関に

提示することにより、窓口での支払いが自己負担限度額までとなります。

　詳しくは、住民課国保年金係までご相談ください。

　なお、現在お持ちの方で国民健康保険の場合は、令和元(平成31)年7月31日で有効期限が切れます。8月以降も認

定証が必要な方は8月以降に住民課窓口にて申請をしてください。なお、認定証は申請のあった月の初日より適用

されます。

●要件＝保険税(料)の滞納がないこと

●申請に必要なもの＝被保険者証、印かん

▼問い合わせ先＝住民課　国保年金係

　被保険者証は、皆さんが保険に加入していること

を証明するものです。お医者さんにかかるときは必

ず提示してください。紛失や破損してしまった場合

には再交付の手続きをしましょう。

年金の定期払いから天引きされます。特別徴収開始

通知書を９月中旬頃に送付します。

前年度と納付方法が異なる

場合もありますので、必ず

通知書をご確認ください。

納付書または口座振替による納付です。通知書を7

月中旬頃に送付します。

（年度途中で資格取得した方など特別徴収の要件

に該当しない方）

※普通徴収から特別徴収に変わる場合は１０月から切り替わります。

介護保険料の所得段階が第１～３段階までの方の介護保険料が変更となります。

※第４段階以上の所得段階の方は対象外となります。

世帯全員が住民税非課税で、本人の前年の合計所得金額と前年

の課税年金収入額の合計が１２０万円を超える方

世帯全員が住民税非課税で、本人の前年の合計所得金額と前年

の課税年金収入額の合計が８０万円を超えて１２０万以下の方

生活保護受給者及び世帯全員が住民税非課税の老齢福祉年金

受給者。世帯全員が住民税非課税で、本人の前年の合計所得金

額と前年の課税年金収入額の合計が８０万円以下の方

３３，７００円

５２，５００円

５６，２００円

２８，１００円

４３，１００円

５４，４００円

国民健康保険被保険者証
（兼高齢受給者証）の更新時期です！

介護保険料・後期高齢者医療保険料・国民健康保険税
納付方法と通知書発送のお知らせ

介護保険料の軽減強化について 国民年金「保険料免除制度」をご利用ください

○納付方法

特別徴収

普通徴収

所得段階
保険料年額

平成３０年度 令和元年度対象者

第１段階

第2段階

第3段階

【
夏
バ
テ
対
策
】
豚
肉
な
ど
た
ん
ぱ
く
質
の
お
か
ず
を
1
食
1
皿
食
べ
ま
し
ょ
う
。

【
夏
バ
テ
対
策
】
暑
い
夏
こ
そ
し
っ
か
り
お
風
呂
に
浸
か
り
、
体
の
疲
れ
を
取
り
ま
し
ょ
う
。

☎ 56 ９１３４

☎ 56 ９１３４

☎ 028(622)4281

▼問い合わせ先＝税務課　住民税係 ☎ 56 ９１２２

▼問い合わせ先＝税務課　住民税係 ☎ 56 ９１２２

◆介護保険料
６５歳以上の方は介護保険料

を町に納めます。住民税の課

税状況などにより、保険料が

決まります。

特別徴収になる方：
対象の年金の年間受給額

が１８万円以上の方（公的

年金収入総額と異なる場

合もあります）

※納め方（特別徴収か普

通徴収）を個人で選ぶこと

はできません。

◆後期高齢者医療保険料
７５歳（一部６５歳）以上の方

が加入する制度で、保険料は

本人が負担します。

特別徴収になる方：
介護保険料が特別徴収さ

れていて、介護保険料と後

期高齢者医療保険料を合

算した額が年金受給額の

２分の１を超えない方。

◆国民健康保険税
自営業や会社を辞めた方などが加入し

ます。納税義務者は世帯主です。世帯

主が国民健康保険に加入していなくて

も、納税通知書は世帯主に届きます。

特別徴収になる方：
次のすべてにあてはまる方
・世帯主が国民健康保険に加入
している
・世帯内の国民健康保険加入者
が全員65歳以上75歳未満の方
・介護保険料が特別徴収されて
いて、介護保険料と国民健康保
険税を合算した額が年金受給額
の２分の１を超えない
※世帯主が年度途中で75歳にな
る場合は普通徴収になります。
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